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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第９期

第３四半期
累計期間

第10期
第３四半期
累計期間

第９期

会計期間
自 2019年６月１日
至 2020年２月29日

自 2020年６月１日
至 2021年２月28日

自 2019年６月１日
至 2020年５月31日

売上高 (千円) 10,614,899 12,128,279 23,418,849

経常利益 (千円) 316,224 369,428 1,297,037

四半期(当期)純利益 (千円) 195,759 244,230 872,337

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 728,769 728,769 728,769

発行済株式総数 (株) 13,358,540 13,358,540 13,358,540

純資産額 (千円) 5,408,046 5,534,507 6,084,624

総資産額 (千円) 18,842,279 20,942,256 17,941,305

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 14.92 19.38 66.62

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 14.91 19.36 66.57

１株当たり配当額 （円） － － 20.00

自己資本比率 (％) 28.7 26.4 33.9
 

 

 

回次
第９期

第３四半期
会計期間

第10期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 2019年12月１日
至 2020年２月29日

自 2020年12月１日
至 2021年２月28日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.87 7.81
 

(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の

基礎となる普通株式の期中平均株式については、「株式給付信託(J-ESOP)」及び「役員株式給付信託(BBT)」

の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を控除対象の自己株式に

含めて算出しております。
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２ 【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、2020年８月27日提出の前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありま

せん。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動の急激な落ち込み

から徐々に持ち直しの動きがみられたものの、感染再拡大を背景に、個人消費や企業活動の収縮、雇用環境の悪化

等が長期化し、先行きは不安定な状況が続いております。

このような状況のもと、当社の主要事業エリアである東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）における

2020年（暦年）のマンション着工件数は、郊外案件の需要の高まりから埼玉県で大幅に続伸し、53,913戸（前年同

期比9.2％減）と2020年（暦年）予想とほぼ同水準の結果となりました。

一方、2020年（暦年）のマンション供給件数は、外出自粛によるモデルルーム等への来場者数減少の影響が大き

く、27,228戸（同12.8％減）と1992年以来の30,000戸割れとなりました。

2021年（暦年）の動向につきましては、マンション着工件数は60,000戸程度、マンション供給戸数は32,000戸程

度、販売在庫は6,000戸程度と2019年の水準に戻ると予想されていること、引き合い案件は依然活況であること、東

京圏における当社のシェアは２％程度と伸張の余地は充分にあることから、当社における当面の受注及び施工物件

の確保は可能であると考えております。

（データはいずれも国土交通省-公表資料、「都道府県別着工戸数」及び（株）不動産経済研究所-公表資料、

「首都圏マンション市場動向」、「首都圏マンション市場予測－2021年の供給予測－」より）

 
当社は「より良質な住宅を供給し、豊かな住環境に貢献する」という社是を制定し、より良質な住宅を供給する

という社会的使命を果たすべく事業を推進しております。「安全・安心・堅実」という基本方針に関し、安全につ

きましては、安全パトロールの実施等により重大事故ゼロを継続しております。安心と堅実に対応する品質につき

ましては、独自のマニュアルの制定や、その徹底を図る目的としての研修会等を定期的に開催しております。ま

た、建物の強度を保つ重要な躯体部分（杭、配筋、生コンクリート）の品質について、第三者機関による検査を導

入し、建物の品質確保に万全を尽くしております。

 
当社は、創業から10年目の節目の年を迎え、2021年5月期からの3ヶ年を年商500億円の実現に向けたステップアッ

プ期と位置づけた中期経営計画「Innovation2020」を策定し、その達成に向け全社一丸となり取り組んでおりま

す。業容拡大と利益水準向上への継続的な取り組み及び新たな価値創出により持続的な成長を目指しております。

 
当第３四半期累計期間におきましては、当社初の超高層・免震タワーマンションとなるJR前橋駅北口地区第一種

市街地再開発事業の施設建築物の請負工事を地元企業３社と共同事業体にて受注し、11月より着工しております。

また、当社は、東京理科大学の認定ベンチャー企業である株式会社サイエンス構造との共同研究により開発した

新免震工法の『ジーナス（ZENAS）工法』について、翌事業年度以降の実物件採用を目指しております。本工法によ

る12メートル以上のワイドスパンの実現により、敷地形状や方位等の立地条件に柔軟に対応し、柱や壁のない大空

間やバルコニー側を大開口とした換気・採光に優れた間取りが可能となります。柱の本数減少により建築資材や作

業員数を縮減でき、環境負荷を低減しコストマネジメントに優れた工法となっております。

 
これらの結果、当第３四半期累計期間の売上高は12,128,279千円（前年同四半期比14.3％増）、営業利益413,631

千円（同28.4％増）、経常利益369,428千円（同16.8％増）、四半期純利益244,230千円（同24.8％増）となりまし

た。

なお、当社は「分譲マンション建設事業」の単一セグメントであるため、セグメントの業績については記載を省

略しております。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ3,000,950千円増加し、20,942,256千円となり

ました。これは、現金及び預金が2,018,831千円減少した一方、受取手形・完成工事未収入金等が2,199,302千円、

仕掛販売用不動産が2,250,895千円、販売用不動産が463,589千円それぞれ増加したことが主な要因であります。

 
（負債）

当第３四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ3,551,067千円増加し、15,407,749千円となり

ました。これは、支払手形・工事未払金が845,570千円、短期借入金が700,000千円、1年内返済予定の長期借入金が

930,000千円、長期借入金が830,000千円それぞれ増加したことが主な要因であります。

 
（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ、550,117千円減少し、5,534,507千円とな

りました。これは、四半期純利益の計上により利益剰余金が244,230千円増加した一方、配当金の支払により利益剰

余金が267,170千円、自己株式の取得により自己株式が542,695千円それぞれ減少したことが主な要因であります。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

当第３四半期累計期間において、新たな免震集合住宅工法の研究開発活動を行っておりますが、現時点では少額

であり特に記載すべき事項はありません。

(6) 従業員数

当第３四半期累計期間において、従業員数について重要な変動はありません。
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(7) 生産、受注及び販売の実績

① 生産実績　

当第３四半期累計期間における製品・サービス別の生産実績は次のとおりであります。

製品・サービスの名称 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

分譲マンション建設工事 10,482,756 108.5

合計 10,482,756 108.5
 

（注）１．金額は、製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

②販売実績

当第３四半期累計期間における製品・サービス別の販売実績は次のとおりであります。

製品・サービスの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

分譲マンション建設工事 11,219,391 116.3

不動産販売 760,788 110.3

その他 148,099 54.0

合計 12,128,279 114.3
 

（注）１．主な販売先の販売実績及び当該販売実績に対する割合

相手先
前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

日本土地建物株式会社 1,796,240 16.9 3,080,118 25.4

株式会社中央住宅 570,631 5.4 2,807,929 23.2

日鉄興和不動産株式会社 250 0.0 1,743,759 14.4

大和地所レジデンス株式会社 60,529 0.6 1,294,966 10.7

東京建物株式会社 1,954,962 18.4 928,761 7.7

ダイヤモンド地所株式会社 1,665,028 15.7 6,764 0.1

オスタラ下落合特定目的会社 1,116,870 10.5 2,600 0.0
 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．販売実績における「不動産販売」は分譲マンション建設用地の販売等であります。

４．販売実績における「その他」は業務受託収益等であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年４月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,358,540 13,358,540
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株であります。

計 13,358,540 13,358,540 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年２月28日 － 13,358,540 － 728,769 － 687,430
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2021年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－ －
普通株式 821,300

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,532,600 125,326 －

単元未満株式 普通株式 4,640 － －

発行済株式総数 13,358,540 － －

総株主の議決権 － 125,326 －
 

(注）１．「完全議決権株式（その他）」には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式168,800 株（議決

権数1,688個）及び「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式139,600株（議決権数1,396個）が含まれ

ております。

２．「単元未満株式」の欄には、自己株式31株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ファーストコーポレーショ
ン株式会社

東京都杉並区荻窪四丁目30
番16号

821,300 ― 821,300 6.15

計 ― 821,300 ― 821,300 6.15
 

（注）１．2020年５月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を821,300株取得しております。

２．「株式給付信託（J-ESOP）」及び「役員株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ

銀行（信託Ｅ口）が保有する株式308,400株については、上記の自己株式等に含まれておりません。なお、

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式は、四半期財務諸表において自己株式として

表示しております。

３．上記のほか、当社所有の単元未満株式31株があります。

 
 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2020年12月１日から2021年２月

28日まで)及び第３四半期累計期間(2020年６月１日から2021年２月28日まで)に係る四半期財務諸表について、東陽監

査法人による四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2020年５月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,091,153 2,072,322

  受取手形・完成工事未収入金等 5,098,570 7,297,873

  販売用不動産 ※１  4,254,364 ※１  4,717,954

  仕掛販売用不動産 ※１  3,594,222 ※１  5,845,118

  未成工事支出金 48,318 123,587

  その他 681,497 663,713

  流動資産合計 17,768,126 20,720,568

 固定資産   

  有形固定資産 24,410 19,596

  無形固定資産 9,260 8,222

  投資その他の資産 139,508 193,868

  固定資産合計 173,179 221,687

 資産合計 17,941,305 20,942,256

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金 4,260,122 5,105,692

  短期借入金 ※１  3,200,000 ※１  3,900,000

  1年内返済予定の長期借入金 － ※１  930,000

  未払法人税等 139,118 3,174

  前受金 26,894 45,127

  未成工事受入金 168,473 399,209

  賞与引当金 4,500 －

  完成工事補償引当金 29,407 18,066

  役員株式給付引当金 17,969 15,411

  その他 580,666 699,732

  流動負債合計 8,427,153 11,116,414

 固定負債   

  長期借入金 ※１  3,335,000 ※１  4,165,000

  退職給付引当金 59,156 69,508

  株式給付引当金 32,648 47,678

  その他 2,723 9,146

  固定負債合計 3,429,527 4,291,334

 負債合計 11,856,681 15,407,749

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 728,769 728,769

  資本剰余金 687,430 687,430

  利益剰余金 4,922,583 4,899,643

  自己株式 △260,779 △787,956

  株主資本合計 6,078,004 5,527,887

 新株予約権 6,620 6,620

 純資産合計 6,084,624 5,534,507

負債純資産合計 17,941,305 20,942,256
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 2019年６月１日
　至 2020年２月29日)

当第３四半期累計期間
(自 2020年６月１日
　至 2021年２月28日)

売上高   

 完成工事高 9,650,929 11,219,391

 不動産売上高 689,553 760,788

 その他の売上高 274,416 148,099

 売上高合計 10,614,899 12,128,279

売上原価   

 完成工事原価 8,617,495 10,128,080

 不動産売上原価 659,024 659,288

 その他売上原価 226,384 114,593

 売上原価合計 9,502,905 10,901,962

売上総利益   

 完成工事総利益 1,033,433 1,091,310

 不動産売上総利益 30,528 101,500

 その他の売上総利益 48,032 33,506

 売上総利益合計 1,111,994 1,226,316

販売費及び一般管理費 789,762 812,685

営業利益 322,231 413,631

営業外収益   

 受取利息 11 12

 不動産取得税還付金 249 －

 労働保険料還付金 654 －

 物品売却収入 269 353

 未払配当金除斥益 74 303

 業務受託収入 800 －

 助成金収入 － 9,420

 その他 401 1,994

 営業外収益合計 2,461 12,083

営業外費用   

 支払利息 8,426 44,867

 支払手数料 － 8,130

 自己株式取得費用 － 3,256

 その他 41 32

 営業外費用合計 8,468 56,286

経常利益 316,224 369,428

税引前四半期純利益 316,224 369,428

法人税、住民税及び事業税 89,577 122,934

法人税等調整額 30,887 2,263

法人税等合計 120,464 125,198

四半期純利益 195,759 244,230
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

　

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の影響に関しては、今後の広がり方や収束時期等を正確に予測することが困難な状況

であります。このため、四半期財務諸表作成時において入手可能な外部の情報等を踏まえて、2021年５月期の一定

期間にわたり当該影響が継続するものと仮定し、工事進行基準の見積り及び繰延税金資産の回収可能性の見積りを

行っております。なお、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確定要素が多く、長期化した場合は、建

設市場の縮小、顧客による事業計画の見直し、施工中案件の工事中断等により2021年５月期以降の当社の財政状

態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(四半期貸借対照表関係)

※１　担保提供資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2020年５月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年２月28日)

販売用不動産 2,824,016 千円 3,749,254 千円

仕掛販売用不動産 2,079,616 〃 3,922,953 〃

計 4,903,633 〃 7,672,207 〃
 

 
担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2020年５月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年２月28日)

短期借入金 2,200,000 千円 2,200,000 千円

１年内返済予定の長期借入金 － 〃 930,000 〃

長期借入金 2,470,000 〃 3,300,000 〃

計 4,670,000 〃 6,430,000 〃
 

 

２　保証債務

下記の得意先の分譲マンション販売に係る手付金受領額に対して、信用保証会社に連帯保証を行っておりま

す。

 
前事業年度

(2020年５月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年２月28日)

株式会社中央住宅 22,540 千円 58,840 千円

株式会社アーネストワン 2,500 〃 2,500 〃

　計 25,040 〃 61,340 〃
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自　2019年６月１日
 至　2020年２月29日)

当第３四半期累計期間
(自　2020年６月１日
 至　2021年２月28日)

減価償却費 12,761 千円 12,047 千円
 

 
(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2019年６月１日 至 2020年２月29日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年７月９日
取締役会

普通株式 507,623 38.00 2019年５月31日 2019年８月26日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金6,429千円が含まれております。

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 
当第３四半期累計期間(自 2020年６月１日 至 2021年２月28日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年７月10日
取締役会

普通株式 267,170 20.00 2020年５月31日 2020年８月27日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」及び「役員株式給付信託(BBT)」の信託財産として株式会社

日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金6,620千円が含まれております。

 
２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 
３ 株主資本の著しい変動

当社は、2020年５月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式821,300株の取得を行っております。また、役

員株式給付制度により自己株式22,600株を処分しております。これらの結果、当第３四半期累計期間において、

自己株式が527,177千円増加し、当第３四半期会計期間末において自己株式が787,956千円となっております。

 
(金融商品関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは、分譲マンション建設事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメン

ト情報の記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期累計期間
(自 2019年６月１日
　至 2020年２月29日)

当第３四半期累計期間
(自 2020年６月１日
至 2021年２月28日)

（１）１株当たり四半期純利益金額 14円92銭 19円38銭

（算定上の基礎）   

 四半期純利益金額（千円） 195,759 244,230

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 195,759 244,230

 普通株式の期中平均株式数（株） 13,116,551 12,605,020

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 14円91銭 19円36銭

（算定上の基礎）   

 四半期純利益調整額(千円） － －

　普通株式増加数（株） 9,985 9,985

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上、普通株式の期中平均

株式数の計算において控除する自己株式に、株式給付信託（J-ESOP）及び役員株式給付信託（BBT）の信託財産

として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を含めております。

（前第３四半期累計期間241,989株、当第３四半期累計期間317,816株）

 
 
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2021年４月９日

ファーストコーポレーション株式会社

取締役会  御中

東陽監査法人
 

東京事務所
　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 菊　地　康　夫 ㊞

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 早　﨑　　信 ㊞

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いるファーストコーポレーション株式会社の2020年６月１日から2021年５月31日までの第10期事業年

度の第３四半期会計期間（2020年12月１日から2021年２月28日まで）及び第３四半期累計期間（2020

年６月１日から2021年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期

損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ファーストコーポレーション株式会社

の2021年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に

表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半

期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関

する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たして

いる。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠し

て四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表

の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任

がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

 
 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独

立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
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る。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表におい

て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表

示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務

諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期

レビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

 
以　　上

 
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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